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フロッピーディスク等の記録媒体を
指定する規定の見直しについて



フロッピーディスク等の記録媒体を指定する規定の見直しの検討状況
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【経緯等】
• ６月の「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」において、経済界要望等を
踏まえ、「フロッピーディスク（FD）等を用いる申請・届出等のオンライン化」の検討
が記載。

• ８月の第13回作業部会において、FD等の記録媒体を指定する規定によって、手続のオ
ンライン化が進みにくい状況となっていること、また、他の記録媒体やクラウド等の利
用の可否が法令上不明確となっていることといった課題が指摘。

• 作業部会での議論等を踏まえ、オンライン手続やクラウド利用等に関する規定の整備や、
旧式の記録媒体を指定する規定の見直しに向けて、各府省における点検・見直しを実施。

【見直しの方針】
• 各府省での見直し検討の結果、すでに規定が置かれているもの等を除き、全ての規定に
ついて、オンライン手続やクラウド利用等に関する規定を整備するとともに、旧式の媒
体であるフロッピーディスクの使用を定める条項を撤廃する方針。

【今後の対応】
• 年内に、各府省の見直し方針の一覧を取りまとめ、デジタル臨調として公表。
• 上記の見直し方針を踏まえ、令和５年中に各府省において必要な法令改正等を実施。



フロッピーディスク等の記録媒体を指定する規定の見直し方針について

・各府省での精査の結果※、磁気ディスク等に関する法令の規定は、約2100条項存在。
・原則、全ての規定について、オンライン手続やクラウド利用等に関する規定を整備。
加えて、フロッピーディスクの使用を定める条項を撤廃。
→上記の対応により、記録媒体の規定が先端的技術の活用等の妨げとなる状況や、
旧式の媒体の使用が強制される状況を一掃。
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※７月の点検開始時点では、確実に施行されている法令の本則の規定のみを対象に事務局でリスト化を行ったが、その後、各府省の精査により、
新たに制定・施行された法令の規定や、経過措置等で存続している規定等が追加され、約2100条項が点検対象となっている。

〇記録媒体を指定する規定の見直し方針

規定の種類 法令の条項数
オンライン手続や
クラウド利用等の
規定が既に存在

オンライン手続や
クラウド利用等の
規定を整備する方針

その他
（見直し不要等）

申請・交付等（行政手続） 712 268 444 0

申請・交付等（民間手続） 577 532 44 1

文書の作成・保存等（行政機関等が主体） 296 169 123 4

文書の作成・保存等（民間事業者等が主体） 473 386 86 1

その他
（記録媒体の文言が含まれるだけのもの等）

30 0 0 30

合計 2088 1355 697 36

（条項数）

※最終調整中のものを一部含む。
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記録媒体を指定する規定の見直しのイメージ

現 行

フロッピー等の
記録媒体の使用
を規定

・電子情報処理組
織の使用

・電子計算機に備
えられたファイ
ルへ記録

・電磁的記録媒体
の使用

書面 書面

フロッピーを指定

①オンライン手続やクラウド利用等
に関する規定を整備。

デ
ジ
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ル
技
術
の
利
用

フロッピーを指定
する規定を削除

※オンライン規定等
を既に設けている
法令も存在

フロッピーディスク等の使用を規定する約2,100条項について、
①オンライン手続やクラウド利用等に関する規定を整備するとともに、
②旧式の媒体の使用を規定する条項の削除等を実施。

オンライン手続、
クラウド利用等が不可
または不明確（※）

②個別の政省令に残っている
フロッピーを指定する規定を
削除。

見直し②

見直し①

見直し後 見直しの概要



（参考）行政手続の書面・対面規制に関する対応について
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【ルール・慣行の見直し】 ※来年以降の主な対応

○フロッピーディスク等の記録媒体の使用を定める規制が手続のオンライン化を妨げる
状況を一掃するため、必要な法令改正を実施。（令和５年中）

〇今後も、他の類型化が可能な手続や大規模手続について、デジタル完結に向けた各府
省の取組状況の確認や共通課題の分析等を実施。（令和５年～）

【業務のDX】
○処分通知等のデジタル化の推進について、マルチステークホルダーモデルでの議論を
もとに信頼性確保等に係る基本的な考え方や手法の整理等を行い、各府省や地方自治
体へ周知することにより、取組を加速化（令和４年度中）

※地方公共団体の手続に関する規制・業務等については、本年11月に「地方公共団体におけるアナログ規
制の点検・見直しマニュアル【第1.0版】」を公表し、見直しの考え方を全都道府県・市町村等に周知。

【システム整備】
○ e-Gov等の共通情報システムの重点的な整備と利用の促進に加え、各府省の要望のヒ
アリング等を行い、申請・審査・通知の一連処理の行政サービスのデジタル完結実現
に向けたシステム整備を後押し。（令和５年～）

○ 経済界要望等の多くを占める書面・対面の行政手続について、「一括見直しプラン」を踏まえ、
エンドツーエンドでのデジタル完結を目指す観点から、ルール・慣行の見直し、業務の DX、
システム整備の一体的な取組を推進。


